運営費交付金の増額等を求める要請書
２００７年　　月　　日
　財務大臣　尾身　幸次　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　独立行政法人と国立大学法人は運営費交付金の削減に苦しんでいます。
　独立行政法人は、橋本行革の一環として中央省庁再編と同時に創設されました。その後、６年を経過した現在、「自律的運営で自由度が増し、仕事がしやすくなる」という創立当時の政府・当局の喧伝とはまったく逆に、予算や組織、人員、人件費などについて主務省等の圧力の下で、各独立行政法人の自主性はほとんど認められていません。加えて、中期目標に照らして主務省(評価委員会)が行った各法人に対する評価内容に対しても総務省行政管理局(評価委員会)が注文をつけ、変更を求める状況があります。
　特に問題なのは、独立行政法人の財政を支える運営費交付金が毎年一律的・一方的に削減されて、業務に支障が生じ、ひいては国民サービスの低下を来している点です。現在、運営費交付金は一般管理費と業務管理費に区分され、一般管理費については毎年3％、業務管理費については毎年1％の削減を行うとする効率化係数をかけて算出されています。

　更に貴職もメンバーである経済財政諮問会議が全独立行政法人（101法人）について民営化、廃止を含む業務の全面的整理合理化計画を年内に作成することを無謀にも求め、政府はそのことを「骨太の方針2007」に盛込もうとしています。各独立行政法人は中期計画(３年から５年)にそって業務を進めており、突然の整理合理化計画策定の動きに職場は怒りが満ちています。

国立大学法人では、法人化以降、毎年1％の効率化係数と2％の附属病院経営改善係数によって、運営費交付金が毎年削減され、累計400億円の削減となっています。

　さらに重大なことは、経済財政諮問会議等で、運営費交付金の競争的経費化問題が浮上していることです。文部科学省の試算では、競争的経費化された場合、87大学中70 大学で交付金が減少、47大学で交付金が半分以下となり、「経営が成り立たない」としています。

　国立大学法人の毎年の削減規模は1大学分の予算に匹敵するものです。運営費交付金という基盤的経費の削減により年額10万円台の研究教育費しか確保できない地方国立大学の例など、急速に教育研究環境は劣悪化しています。一方ではCOE（研究拠点への重点投資）や科研費等の競争的資金が不均衡に増加し、その獲得が困難な人文科学系や教育系での学問研究の衰退、短期的な成果を求める風潮や基礎的研究の軽視が危惧されています。またこれらの施策により、大学間格差が一層拡大し、地方の国立大学が地域社会の知識・文化の拠点としての役割を発揮するのが困難となっています。

　この原因は高等教育に対する政府支出の貧困さにあります。日本の高等教育予算がGDP（国内総生産）に占める割合はOECD（経済協力開発機構）30ヵ国中最低水準です。これをGDP比1％までに年次的に引き上げることが必要です。

以上の状況を踏まえ、貴職に対して下記のことを要請します。

記

1, 独立行政法人の運営費交付金については、効率化係数を撤廃して一律的・一方的な削減をやめ、法人の運営に支障が生じないよう必要な予算措置を図ること。

2, 国立大学法人等運営費交付金の「競争的経費化」を行わないこと。運営費交付金の効率化係数、経営改善係数を撤廃し、国会附帯決議に基づき、その増額を図ること。

3, 独立行政法人の整理合理化計画の策定は行わないこと。
以上
